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月給370，000円以上は

保険料負担額が定額

社会保険料率(従業員負担分)の推移

雇用保険料率

-・-

14.92 

月給605，000円以上は

保験料負担額が定額

厚生年金保険料率、

健康保険料率
、主

ーーー=-
昭和59年4月 平成元年4月 平成6年4月 平成11年4月 平成16年4月 平成21年4月 平成26年4月

注1)全国健康保険協会管掌健康保験(平成20年4月分までは政府管掌健康保険)、介護保験、厚生年金保険、雇用保険に係る各年4月1日時点の
保険料率を用いたもので、全国健康保険協会管掌健康保険は平成21年4月以降は全国平均保険料率を用いたもの。また、従業員負担分合計は、

単に各料率を合計したもの。
注2)従業員負担分の合計を算出するに当たり、健康保険及び厚生年金保険の総報酬制導入前(平成14年4月分まで)の料率については、年間賞与

の合計を月給3か月分と仮定して算出した料率を用いていることに留意が必要。
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社会保障給付費の推移

(兆円)

120 
1970 1980 1990 2000 2010 

2015 
(予算へ.ース)

国民所得額 (兆円)A 61.0 203.9 346.9 375.2 352.7 376.7 
116.8 

24.8(100.(問 47.2(100.脱〕 116.8(100.。均給付費総額 (兆円)B 3.5(100.{問 78.1(100.脱)104.7(100.。均
1041 

v 

(内訳) 年金 0.9( 24.3均 10.5( 42.2均 24.0( 50.蝦) 41.2( 52.市) 53.0( 50.6~均 56.2( 48.1均 v 
医療 2.1( 58.9均 10.7( 43.3均 18.4( 38.9均 26.0( 33.3均 32.9( 31.4均 37.5( 32.部〕

F 

福祉その他 0.6( 16.邸) 3.6( 14.5均 4.8( 10.2均 10.9( 14.0%) 18.8( 17.郵) 23.1( 19.邸)

B/A 5.77% 12.15完 13.6]先 20.83~ 29.6闘 30.99覧 F v 

71L1 ー，

v 

Eコ年金

IIIID医療
y 

Eコ福祉その他 v 

一 ーー1人当たり社会保障給付費
年金

4] 
一人当たり社会保障鎗付費{右目盛)

""" ~ 
同 戸

ド 医療

¢ 

，ど

開直田園園調錨 植後その他。ュ 0] 
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。
1950 1960 1970 1980 1990 2000 

(昭和25) (昭和35) (昭和m (昭和)5) (平成2) (平成12)

資料:国立社会保障・人口問題研究所『平成24年度社会保障費用統計」、2013年度、2014年度、2015年度(予算ベース)は厚生労働省錐計、

2015年度の国民所得額は『平成'27年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度(平成27年2月12日閣議決定)J

(注)図中の数値i玄、 1950，19ω，1970，1980，1990ヱo∞及び2010並びに2015年度(予算ベース)の社会保障給付費{兆円)である。

2010 2015 
停成22) 停算心λ〕
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社会保険料の負担構造と社会保険料控除の効果(イメージ>l

支払保険料

社会保険料控除による

税負担軽減額

支払保険料率

(=支払保険料/年収)

実質支払保険料率

( =(支払保険料一税負担軽減額)/年収)
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社会保障制度の制度類型の国際比較(未定稿)

公的年金

医療サービ

ス等

失業保険

アメリカ イギリス カナダ スウェーデン オランダ

社会保険方式|社会保険方式|社会保険方式|社会保険方式|社会保険方式

社会保険方式

(注)
税方式 税方式 税方式

社会保験方式

(注)

社会保険方式|社会保険方式|社会保険方式|社会保険方式|社会保険方式

(備考)一般の給与所得者に適用される主な制度について記載。社会保険方式とは、保険料拠出と受益の権利が連動する方式、税方式とは、保険料拠出がなく又はその程度にかかわらず、一律に受

益を受けられる方式をいう。

(注)アメリカの公的医療保険制度(メディケア・パートA)の対象者は、高齢者、障害者等に限定されている。また、オランダの公的医療保険制度には、国が保険者となる長期医療等に係る医療

保険(特別医療費保険)とは別途、民間保険会社が保検者となる短期医療に係る罷療保険(健康保険)が存在し、保険契約に応じて保険料が異なる。

(参考1)公的年金については、日本は厚生年金保険、ドイツは一般年金保険、フランスは一般制度、アメリカは老齢・遺族・障害年金、イギリスは国民保険、カナダはカナダ年金制度、ス

ウェーデンは所得比例年金・積立年金・保証年金、オランダは老齢年金について記載。

(参考2)医療サービス等については、日本は全国保険協会管掌健鹿保険及び介護保険、 ドイツは公的医療保険、フランスは一般制度、アメリカはメディケア・パートA、イギリスは国民保健サー

ピス、カナダはメディケア、スウェーデンは保健医療、オランダは特別崖療費保険について記載。

(参考3)失業保険については、日本は雇用保険、ドイツは失業給付 I、フランスは雇用復帰支援手当、アメリカは失業保険、イギリスは拠出制求職者給付、カナダは雇用保険、スウェー

デンは失業保険、オランダは失業保険について記載。

(参考4)アメリカの公的年金及び医療サービス等については、その財源は社会保障税として徴収され、アメリカの失業保険については、その財源は連邦・州失業保険税として徴収されるが、いず

れも当該拠出と受益の権利が連動することから、制度類型としては社会保険方式に分類。

(出典)各国資料、厚生労働省 2014年海外情勢報告等により作成。
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主要国における個人所得課税及び社会保険料の負担の比較 || 単身 11 

0 単身の給与所得者について、個人所得課税の実効税率は、

課税最低限に近い低所得層を除き、主要諸外国より低い水

準であり、主要国の中では最も緩やかな累進構造となってい

る。

(実効税率)

50X 

40% 

30% 

20~ 

10% 

.入所得露aの実鋤a.
(皇皇量査の給与所得者)

1 
J 

(2015年1月現在)

巨至国

0 社会保険料負担を合わせた実効負担率は、日本と同様に社会保

険方式をとっているドイツ、フランスと比べて低い水準。低所得層の

負担率は、ドイツ、フランスに近いのに対し、中高所得層の負担は

低く抑えられており、負担構造の累進性は主要国中、最も緩やかと
なっている。

※ 社会保険料負担を含む実効負担率の比較にあたり、イギリスでは医療に説方

式が採用されていることやアメリカでは広く国民一般をカバーする公的な医療保

険制度が存在しなし、ことから比較の対象としていない。

(負担率}

50" 

20" 

1 0% 

0% 

-M欄・蜘制劇画師崎画面圃圃制
(単身世帯の給与所得者) (2015年1月現在)

，ーーーーーーーーーーー ~6'
40.3' 

---. 
."，..，，- . 

a回圃， ・ 35.6'‘ 

OX 
o 500 1.000 1.500 2.000 0 500 1.000 1.500 2.000 

給与収入{万円) 給与収入{万円)

(注1)個人所得謀役に4士、日本については所得授、個人住民税(所得割}及び復興特別所得袋が含まれる.アメリカについては連邦所得従及びニューヨーク州所得税が含まれる.なお、WJ途絶方政府(!s.市等}により所得aが課されうる

が、本貨斜においてはこれを1JCoをしていない.ドイツについては所得後及び連帯付加設(算出税額の'5.拘)が含まれる.フランスについては所得後及び社会保隊関連諸税{一般社会波書事所得税とはjJlJ途、叙入に対して定率{合計

8%)で際される}が含まれる.なお、同園では、 2012年E月から財政赤字が解摘するまでの時限措置として、所得に対して0%--1%(3段階)のB巨額所得に対する所得課税が限される{ただし、上fe図中Iこおいてはこれを加味していな

い).各国において負担率を計算するに当たっては、様々な所得燈除や税額鐙除のうち、一般的に適用されてE、るもののみを考慮して計算しているため、アメりカの勤労税額鐙候や代替ミニ7 ム鋭、イギリスの勤労税額鐙除{金額給付

措置}等の婚置は考慮していない.

{注2) 社会保険事専は‘日本については彼用者の全国健康保険也会管草健康保険・介護保験・厚生年金保険・雇用保険に係る保険持率、ドイツ・フランスについては伎用者に一般的に適用される保険料亭を用いて計算していふ

{備考}グラフ中の数値は、給与叙入2，飢渇万円の渇合の実効後手・負担率.邦貨換算レートは1ドル=116円、 1ポンド=183円、 1ユーロ=145阿{基$・設定外国為嘗栂渇:平成27年(2015年)1月中適用).



64

0123456789

〔日本と大きく社会保険制度が異なる国々の場合〕 || 単 身 11 

※ 社会保険料負担を含む実効負担率の比較にあたり、イギリス、カナ
ダ、スウェーデンは医療に税方式が採用されている点で、アメリカは
広く国民一般をカバーする公的な医療保険制度が存在しない点で、オ
ランダは一部の公的医療保険に係る保険料が保険者たる民間保険会社
ごとに異なるため、負担率の計算上これを含めることができないなど
の点で、日本と社会保険制度が大きく異なるため、比較の対象として
いない。

{実効税率}

50~ 

個人所得..  の実効..  

(皇皇堂査の給与所得者) (負担率}
(2015年1月現在)

50~ 
(2015年1月現在)

44.2、 価
河
品

局地
‘・

40% :9.2'Ai40% 

30% 

5.1唱

20~ 20% 

10% 10% 

， 
0% 
o 

O~ 
2.000 0 500 1.000 1.500 2.000 

給与収入{万円) 給与収入(万円)
{注1)個人所得探裂には、日本につL、ては所得授、個人住畏後(所得制}及び復興符j!lJ所得税が含まれる.アメHカについては連邦所得役及び=ューヨーク#H所得裂が含まれる.なお、JlIJ途勉方政府{君事・市等)により所得裂が倶されうる

が、本資料においてはこれを加味していない.カナダについては所得税及びオンタPオ州所得裂が含まれる.スウェーデンについては所得税及び地方所得税{定率29.18%(ストックホルム市の場合))が含まれる.各国において個人所

得銀税の負担率を計算するに当たっては、後々な所得鐙除や観領経路のうち、一般的に適用されて‘、るもののみ考慮して計算して1、るため、アメリカの勤労後領鐙除や代嘗ミニマム鋭、イギりスの鋤労裂額E置除{金書置給付措置}等の鎗

置は考慮していない.

(注2)社会保険科は、日本については敏用者の全国健康侠険協会管悠健康保険・介護保険・厚生年金保険・雇用保険に係る俣険線率、アメリカについては被用者に適用される老働・遺族・障害年金・メディケア・パートAの保険斜率、オラン

ダについては老鈴年金-一般遺族年金・特別医療費保険の保険斜率、イギリス・カナダ・スウェーデンについては徴用者に一般的に適用される保険料率を用いて計算している.

{備考}グラフ中の数値は、給与収入~.制加万円の渇合の実効&手・負担Ifl. tf>貨換算レートは1ドル= 110円、 1ポンド=183円、 1ユーロ=145円、 1カナダドル=103円、 1スウェーデン・クローネ=16内(~箪・設定外国為嘗相場.平成27年
(W15年)1月中適用).

， 
500 1.000 1. 500 
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〔日本ア川イギリス川フランスの場合) || 夫婦片働き 11 

.入所得標曹の実鋤種事

1※ 社会保険料負担を含む実効負担率の比較にあたり、イギリスでは医;
1 療に税方式が採用されていることやアメリカでは広く国民一般をカ
i パーする公的な医療保険制度が存在しないことから比較の対象として(
; いない。

(実効税率}

50% 
{夫婦のみ(片働者)の給与所得者) (2015年1月現在)__. (負担率}

50% 
(2015年1月現在)

40% 40% 

17;O)]J I 
30% 30% 

" 24.3" ， ." ， ， ... ， 
20% 20% 

10% 10% 

0% 0% 
0 500 1，000 1. 500 2. 000 0 

給与収入(万円)

500 

，7.9唱

~--- ーー一
・圃'

----ーー ~4J)" 
- .--~ ・・33_侃， 

1.000 1.500 2.000 
給与収入(万円)

(注1) 個人所得限授には、日本については所得税、信人住民袋(所得割}及び復興特別所得税が含まれる.アメリカについては連邦所得税及びニューョーヲ州所得後が含まれる.なお、別途地方政府(郡・市等}により所得税が録されうる

が、本資事事においては• .=tt，を加味していなヘドイツについては所得授及び遺書写付加&(算出税額の5.5引が含まれる.フランスについては所得税及び社会保障関連館設(一般社会後等:所得税とは別途、収入に対して定率{合計

8%)で録される)が含まれる.なお、伺局では、:!OI2年1~から財政赤字が解清するまでの時限槍置止して、所得に対してO....-.t%(3段階}の高額所得に対する所得課税が課される{ただし、上fè図中においてはこれそ加喰していな
い).各国において負担率を計算するに当たっては、後々な所得径徐や袋領鐙除のうち、一般的に適用されてL、るもののみを考慮して計算しているため、 7"'"リカの動労裂額控除や代嘗ミニマム説、イギリスの鋤労a額鐙除(全額給付

措置}等の婚置ほ考慮して1、なL、.

{主主2) 社会保険事専は、日本については後用者の全国健康保倹協会管隼健康保険・介護保険・厚生年金保険・雇用保伎に係る保険科率、ドイツ・フランスについては敏周者に一般的に適用される保後斜率を用いて掛算してb浴.

(備考}グヲア中の数値は、給与取入2，000万円の窃合の実効税串・負担率.銀貨換庫レートは1ドル=116円、 1ポンドー183円、 lユーロ=145円{基準・歳定外国為替相場:平成21年(2015年)1月中適用).



66

0123456789

(日本と大きく社会保険制度が異なる国々の場合〕 || 夫婦片働き 11 

l※ 社会保険料負担を含む実効負担率の比較にあたり、イギリス、カナ
ダ、スウェーデンは医療に税方式が採用されている点で、アメリカは
広く国民一般をカバーする公的な医療保険制度が存在しない点で、オ
ランダは一部の公的医療保険に係る保険料が保険者たる民間保険会社
ごとに異なるため、負担率の計算上これを含めることができないなど
の点で、日本と社会保険制度が大きく異なるため、比較の対象として
いない。

(実効税率)

50~ 

.入所得隈種の実効..

(夫婦のみ(片働者)の給与所得者)
(2015年1月現在) (負担率)

50~ 

(夫婦のみ(片働き)の給与所得者)

40~ 

30~ 

20~ 20~ 

10~ 10% 

O~ 
o 

0% 
1. 500 2， 000 0 

給与収入(万円)
500 1，000 

(2015年1月現在)

5.9軍
4.21 
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，
 

，
 

a
 

500 1，000 

17 ;(1)7.1 1 

1，500 2，000 
給与収入{万円)

(主主1)個人所得課後には、日本については所得夜、個人住民税(所得割}及び復興特別所得税が含まれる.アメリカについては連絡所得税及びニューヨーヲ州所得税が含まれる.なお、別途絶方政府(U・市等}により所得畿が課されうる

が、本資終においてはこれを加略していなL、.カナダについては所得裂及びオン夕日オ州所得授が含まれる.スウェーデンについては所得後及び地方所得説{定:;::?9.78%(ストフクホルム市の渇合))が含まれる.各国において個人所

得喪授の負担率を計算するに当たっては、後々な所得控除や重量額獲徐のうち、一般的に適用されているもののみ考慮して計算しているため、アメリカの動労説領鐙徐や代替ミニマム夜、イギリスの鋤労税額俊徐{全額給付措置}等の措

置は考慮していなL、.

(主主2) 誌会保量生斜4宜、日本については徴用者の全国健康保険飽会管摩健康保険・介康保険・厚生年金保険・雇用保険に係る保険科率、アメヲカについては被用者に適用される老鯵・遺族・鱒書年金・メディケア・パートAの保険科率、オラン

ダについては老宣言年金・一般倉島長年金・特別医疲責保険の保険料率、カナダ・スウェーデンについては被用者仁一般的に適用される保険料率を用いて計算している.

{・~)グラフ中の数値は、給与叙入2，000万円の混合の実効観事・負t!!率.邦貨換算レートは1ドル=116円、 1ポンド= 183円、 lユーロ=145円、 1カナダドル= 103円、 lスウェーデン・9ローネ= 16円(基準・毅定外国為替相場:平成27年
(2015年)1月中適用).
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【収入比 3:1】

.入所得属現の実劾魯皐

!※ 社会保険料負担を含む実効負担率の比較にあたり、イギリスでは医j
j 療に税方式が採用されていることやアメリカでは広く国民一般をカ 1 
1 パーする公的な医療保険制度が存在しないことから比較の対象として!

いない。

(実効税率)

50~ r一一
(安揖・共働者(給与所得者)世帯) 【収入比3:1】 (2015年1月現在) (負担率)

50% 
(安揖・共働含(給与所得者)世帯) 【収入比3:1 J (2015年1月現在)

40~ 40% 

30~ 

" 20~ 20% 

10~ 10% 

O~ 0% 
0 500 1，000 1， 500 2， 000 0 

世帯収入(万円)

， ， 

37.4¥ 、 -、 -、 -・圃'¥ ーーーー← . --SS.1恒¥ -ーー--¥ -・-- ------¥ " _.. 
~ ~・ 29.7包

~ -. -

ーー‘・・J .". 

500 1，000 1.500 2.000 
世帯収入(万円)

{注1)個人所得課税には、日本については所得後、個人住民説{所得割}及び復興符!JIJ所得穫が含まれる.アメリカについては連邦所得役及びニZ ーヨーク州所得後が含封1る.なお、別途絶方政府{郡・市等}により所得税が録されうる

が、本資料においてはこれを加味していない.ドイツについては所得貌及び速術付加税{算出税額の5.5引が含まれる.フランスについては所得従及び社会保障関連諸説{一般社会税等:所得授とは}.lfJ途、収入に対して定.(合計

8%)で課される}が含まれる.なお、同国では、 20124'-1月から財政赤字が解消するまでの時限措置として、所得に対して0%-4%(3段階}の高額所得に対する所得震設が課される(ただし、上re図中においてはこれ在加略してL、な
い).各国において負担率を計算するに当たっては.t華々な所得鐙除や稜領主主除のうち、一般的に適用されているもののみを考慮して計算してt、るため、アメリカの鋤労税額鐙除や代讐ミニマム夜、イギリスの鎗劣後領主査除(全額給付

婚健)等の措置は考慮していない.

(注2) 社会保険料は、日本については徴用者の全国健康保険協会管隼健康保険・介額保険・厚生年金保険・雇用保険に係る保険斜Z匹、ドイツ・フランスについては被用者に一般的に適用される保険料率を用いて併算してLも.

{備考)グラフ中の数値は、給与収入2，馴)()万円の場合の実効税率・負担率.邦貨換算レートは1ドル=116円、 1ポンド=183門、 1.:>.-P=145円{基準・鍍定外国為嘗相場:平成:27年(2015年)1月中適用).




